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                 第１章  総 則 

目的 

この給水装置工事設計施工基準（以下「施工基準」）は、水道法、同施行令、同施行規則、厚生労

働省令及び新庄市水道給水条例等に基づき、給水装置工事に係る設計・施工等の技術上の基準

及び事務処理について必要事項を定め、適正な施工を確保することを目的とする。 

 

この施工基準における用語の定義は次のとおりとする。 

（１）「法」とは、水道法（S３２．法律第１７７号）をいう。 

（２）「施行令」とは、水道法施行令（S３２．政令第３３６号）をいう。 

（３）「施行規則」とは、水道法施行規則（S３２．厚生省令第４５号）をいう。 

（４）「基準省令」とは、給水装置の構造及び材質の基準に関する省令（H９．厚生省令第１４号） 

をいう。 

（５）「条例」とは、新庄市水道給水条例をいう。 

（６）「施行規程」とは、新庄市水道給水条例施行規程をいう。 

（７）「指定工事事業者規程」とは、新庄市指定給水装置工事事業者規程をいう。 

（８）「市」とは、新庄市上下水道課をいう。 

（９）「指定工事事業者」とは、新庄市指定給水装置工事事業者をいう。 

（10）「主任技術者」とは、給水装置工事主任技術者をいう。 

 

重 要 給水装置工事の種類 

給水装置工事の種類は、次の各項とする。 

１．「新設工事」とは、新たに給水装置を設ける工事をいう。 

（１）水道（公設）メーターを新設する工事。 

２．「改造工事」とは、以下の工事をいう。 

（１）給水管及び給水用具の口径を変更する工事。 

（２）給水管及び給水用具を、建築物の増築や改築で一新する工事。 

（３）給水管及び給水用具の延長、増設、又は一部を撤去する工事。 

（４）給水管及び給水用具の位置を変更する工事。 

（５）配管（給水管）工事が伴う給水用具の取替工事。 

（６）その他、既存給水装置の原形を変える工事。 

３．「撤去工事」とは、不要になった既存の給水装置を、分岐箇所で撤去（以下「分岐止め」とい

う。）する工事をいう。 

４．「取出し工事」とは、分岐から止水栓までの工事をいう。 

５．「修理工事」とは、給水装置の原形を変えないで給水管、給水用具（法、基準省令等で定める

構造及び材質の基準に適合するもの）の部分的な交換及び破損箇所を修復する工事をいう。 

（１）破損した部分のみ、給水管取替等工事。 

（２）下記の配管（給水管）工事が伴わない給水用具の取替工事。 

   ①便器、洗浄便座の交換 

   ②流し台、洗面器、洗面ユニット、システムキッチンの交換 

   ③湯沸器、給湯器の交換 

   ④水栓器具（シャワーヘッドも含む。）の交換 

６．「軽微な変更」とは、単独水栓の取替え及び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設

置される給水用具の部品の取替え（配管を伴わないものに限る。）とする。 

 ＜注意事項＞ １～４に関しては、給水装置工事の申請が必要である。 

        ５に関しては、配管や材料の変更があった場合、申請が必要になる。  
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重 要 加入金（条例第５条の２） 

１．給水装置の新設又はメーター口径を増加する改造の工事の申込みをした者は、市長が定める日

までに加入金を納めなければならない。 

２．加入金の額は、水道メーター1個当たり 1件とし、水道メーターの口径の区分に応じ定める金

額に消費税を加えた金額とする。 

３．納入した加入金は、還付しない。ただし、工事着手前に工事を取り止めた場合又は工事中におけ

る設計変更により生じた差額については、この限りでない。 

 

 

重 要 手数料（条例第２９条） 

 

〔１〕手数料の種類及びその金額は、下記表のとおりとする。 

〔２〕手数料は、申込者から申込みの際、これを徴収する。ただし、市長が、特別の理由があると認 

めた申込者からは、申込後、徴収することができる。 

 

設計審査 １件につき３００円 

工事及び材料検査 材料費＋労務費の２％ １００円未満は１００円 

１０円未満は切り捨て 

 

 

注目 指定給水装置工事事業者制度 

 

１．指定給水装置工事事業者制度は、水道利用者の給水装置工事が、施行令に定める基準に適合

することを確保するため、水道事業者がその給水区域において給水装置工事を適正に施行す

ることができると認められる者を、指定する制度である。 

２．指定工事事業者が行う給水装置工事の技術レベルを、全国的・統一的に確保するため、中心

となる給水装置工事主任技術者について、国家試験による全国一律の資格としている。 

３．指定工事事業者の水道事業者による指定要件を、法で全国一律に定めている。 
 

◎ 指定事業者の申請・届出に関する手続 

 

１． 申請手続 

（１） 指定の申請（新規・更新） 

指定を受けようとする者及び更新 5年を迎えたものは、次の書類等を提出する。 

②  指定給水装置工事事業者指定申請書（施行規則様式第１） 

② 機械器具調書（施行規則様式 別表及び写真） 

③ 誓約書（施行規則様式第２） 

④ 法人の場合 定款又は寄付行為及び登記事項証明書 

個人の場合 住民票 

⑤ 給水装置工事主任技術者選任・解任届出書（施行規則様式第３） 

⑥ 給水装置工事主任技術者免状の写し 

      ⑦  指定申請手数料 10,000円 

メーター口径 13ｍｍ 20ｍｍ 25ｍｍ 30ｍｍ 40ｍｍ 50ｍｍ 75ｍｍ 100ｍｍ 

加入金（円）税別 50,000 75,000 100,000 150,000 300,000 500,000 1,300,000 2,500,000 
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（２） 指定事項変更届 

指定事業者は、事業所の名称及び所在地等に変更があったときは、変更があった日から 

 ３０日以内に、指定給水装置工事事業者指定事項変更届出書（法施行規則様式第 １０） 

に次表の書類を添えて提出する。 

 

（３） 事業の廃止、休止又は再開の届出 

指定給水装置工事事業者廃止・休止・再開届出書（水道法施行規則様式第 １１）を提出 

する。 

① 廃止、休止当該廃止又は休止の日から ３０日以内に提出 

② 再開当該再開の日から １０日以内に提出 

（４） 主任技術者の選任・解任の届出 

主任技術者の選任・解任は、給水装置工事主任技術者選任・解任届（水道法施行規則様式 

第３）を提出する。 

① 指定を受けた場合は、指定を受けた日から ２週間以内に選任 

② 主任技術者が欠けた場合は、当該事由が発生した日から ２ 週間以内に選任 

 

  ２． 指定の更新 

    指定は、５年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失う。 

    （法第２５条の３の２） 

 

３． 需要者に対する周知 

需要者に対する指定事業者の周知は、市ホームページに掲載する他、「指定事業者名簿」に 

掲載する。 

 

◎ 指定の取消し 

 

指定事業者が次のいずれかに該当するときは，別に定める基準に従い，指定の取り消し，又 

は６ヶ月を超えない期間を定め、指定の効力を停止することができる。（法２５条の１１） 

 

（１）指定の基準に適合しなくなったとき。 

（２）主任技術者の選任又は解任の規定に違反したとき。 

（３）変更等の届出をせず，又は虚偽の届出をしたとき。 

（４）給水装置工事の事業の運営に関する基準に従った適正な給水装置工事の事業の運営をする 

ことができないと認められるとき。 

（５）法第２５条の９に定める主任技術者の立会いの求めに対し、正当な理由なくこれに応じな 

いとき。 

（６）法第２５条の１０に定める報告又は資料の提出の求めに対し、正当な理由なくこれに応じ 

ず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき。 

（７）施行する給水装置工事が水道施設の機能に障害を与え、又は与えるおそれが大であるとき。 

（８）不正の手段により指定事業者の指定を受けたとき。 
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注目 給水装置工事主任技術者制度 

   ◎ 主任技術者の役割と職務 

 

１．主任技術者は、給水装置工事事業の本拠である事業者ごとに選任され、個別の工事ごとに事

業者から指名されて、調査・計画・施行・検査の一連の給水装置工事の技術上の管理等、職

務を誠実に行う。 

  前記に関し、法により「給水装置工事主任技術者」として、下記のとおり定められており、

関連する条項を抜粋する。 

 （法第２５条の４第３項） 

 給水装置工事主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならない。 

① 給水装置工事に関する技術上の管理 

② 給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

③ 給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が法第１６条の規定に基づく政令で定める

基準に適合していることの確認 

④ その他厚生労働省令で定める職務 

 

２．特に、給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質については、法第１６条、施行令第５条

の基準に適合していることを確認するほか、給水装置工事に係る次の事項について、水道事

業者との連絡又は調整を行う。 

  ① 給水管を配水管から分岐する工事を施工しようとする場合の、配水管の布設位置の確認 

に関すること。 

  ② ①の工事、及び、給水管の取付け口から水道メーターまでの工事を施工しようとする場 

合の工法、工期、その他の工事上の条件に関すること。 

  ③ 給水装置工事の完成報告に関すること。 

３．主任技術者は、水の衛生確保の重要性についての自覚と、給水装置工事の各段階を適正に行う

ことができるだけの知識と経験を有し、配管工などの給水装置工事の従事者等関係者間のチー

ムワークと相互信頼関係の要となるべき者である。  

 

 

  

計　画

水道事業者（市）が行う検査の際の立会い 水道事業者（市）

しゅん工検査

施行計画等の策定

○給水装置、機材の選定

給水装置工事の各段階と主任技術者の職務

給水装置工事主任技術者

調　査

水道事業者（市）との調整事前調査 水道事業者(市）打合せ

構
造
・
材
質
の
基
準
へ
の
適
合
性
の
確
認

現場作業

工事従事者

工事従事者に対する技術上の指導監督

工程管理、品質管理、安全管理

検　査

○工事方法の決定

○施行計画、施行図の策定

施　行

検　査
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※指定の更新時の提出書類は新規申請に準じます。  

◆　名称及び所在地等の指定事項に変更があったときは、変更があった日から

３０日以内に『指定給水装置工事事業者指定事項変更届出書』（水道法施行規則様式第１０）を

提出してください。

◆　給水装置工事主任技術者を新たに選任または解任する場合は、該当事由が発生した日から

２週間以内に『給水装置工事主任技術者選任・解任届出書』（水道法施行規則様式第３）を

提出してください。

※　なお、給水装置工事主任技術者を欠いた状態は「指定の取り消し要件に該当しますので

　　注意してください。

【添付書類】

定款（財団法人の

場合は寄付行為）

の写し

登記事項
証明書

住民票 誓約書

法　人 ○ ○
個　人 ○
法　人 ○ ○
個　人 ○

法　人 ○ ○ ○

法　人 ○ ○

法　人

個　人

法　人

個　人

　廃止

　廃業や合併による消滅等があったときは、次のとおり「給水装置工事事業者 休止 届出書」

（水道法施行規則様式第１１号）を提出してください。 　再開

◆　廃止・休止　・・・　当該廃止又は休止の日から３０日以内

　 ◆　　再　開　　・・・　当該再開の日から１０日以内

届 出 の 種 類 備 考

定款は直近のもの

　
登記簿事項証明書、
住民票は発行日から3ヶ
月以内のもの

免状又は主任技術者証の
写しを添付
（選任のみ）

添付書類は不要ですが、「廃止」の場合は

「指定給水装置工事事業者証」を返納してください。

新庄市指定給水装置工事事業者

氏名又は名称

住　　　所

事業所の名称
又は所在地

代　表　者

役　　　員

主任技術者の
選任・解任

指

定

事

項

の

変

更 支店の移転等、本店の変
更登記や住民登録の変更
を伴わないもの

○ 指定事項の変更
○ 主任技術者の選・解任

◇ 『氏名』の変更で「個人」の場合とは、「個人事業者本人の氏名」の変更です。

◇ 法人・個人を問わず事業者の承継（個人から個人への相続、個人から法人への組織化、

法人から法人への営業譲渡、合併に伴う新会社の設立）は一切できません。
この場合には「廃止」→「新規」の手続きをとってください。

◇ 「有限」→「株式」への組織変更の場合には同一法人とみなし、名称変更のみとなります。

○ 事業の廃止・休止・再開の届出
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                   第２章 手続き 

 

 

重 要 給水装置工事の順序 

指定工事業者（受任者）は、申込者（委任者）からの依頼により、給水装置工事を行う場合は、 

市に対し必要な手続きを行う。 

 

給水装置工事の一連の流れは、下記のとおりとなる。 

 

（１） 基本調査 

① 現地調査 

② 市及び関係官公署等での調査、打合せ 

③ 給水装置工事台帳図等での調査 

（２） 計画・設計 

① 給水装置工事の計画 

② 設計図の作成 

③ 使用材料の選定と構造材質基準に適合していることの確認 

④ 工事方法の決定及び機械器具等の確認、手配 

（３） 工事申込み 

① 市による設計審査 

（４） 工事承認 

① 市の給水装置工事承認後に着工 

（５） 工事の施工 

① 工程管理、品質管理、安全管理の徹底 

② 工事現場での機械器具等の管理 

③ 配水管からの分岐工事に係る担当課との連絡調整 

④ 関係建築業者等との連絡調整 

（６） 工事の完了 

① 指定工事業者が行う検査（社内検査） 

② 使用材料の形式、社名、認証番号等再確認 

（７） しゅん工 

① 市に、しゅん工関係図書等を提出 

（９）しゅん工検査 

① 市が行う検査 

② 加入金、設計審査手数料、工事及び材料検査手数料の納入 

③ メーターの貸付 

（10）引き渡し 

① 申込者に対する給水装置の構造・使用方法・凍結防止等について説明 

② 給水装置工事承認申込書・しゅん工図等関係書類（コピー等）を、申込者に渡す 

（12）工事書類の保管 

  ①指定給水装置工事事業者規程第１３条により定められている書類を保管する。 
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重要 給水装置工事の申込及び工事承認 

 

給水装置工事の申込みに必要とする書類は、下記のとおりとする。 

① 「給水装置工事申込書」           （資料編・施行規程第２条 様式第１号） 

ア．給水装置工事申込書は、一給水装置につき１枚とする 

② 「給水工事設計書」 

  ア．位置図は、給水装置工事の申込みを行う敷地（土地）が明示されていること。併せて、方

位を記入すること。 

イ．給水工事設計図は、給水装置の表示標準記号により作図する（平面図、立面図） 

ウ．共同住宅等の給水工事設計図は、一棟全部を１枚に省略してもよい 

エ．分岐する給水管が、新設、既設を問わず大口径（φ50ｍｍ以上）の場合は、管割図を作成   

  する。  

③ 給水工事の内容により、当該工事に関する利害関係人の同意書等は、必要事項を記入し、申 

込者本人が保管すると共に、給水装置工事申込みの際に、原本の一通を添付すること。      

④ 給水装置工事の内容により、申込み時に、市が提出を求める書類等。 

ア．工事承諾書又は証明書 

イ．開発行為許可書の写し（都市計画法に基づく許諾行為が生じた敷地に対する、給水装置工

事の場合） 

ウ．アパート明細図（共同住宅等の給水装置工事を、新設又は改造工事等で行う場合） 

エ．その他、市が提出を求める書類等 

道路及び河川、水路等占用・使用許可申請書等 

１．道路法に基づく国・県・市道及びそれら管理者が管理する道路（未供用道路及び施工中の 

１．  道等への占用許可申請や掘削届は、給水装置工事の申込み後、各管理者に市が申請を行う。 

２．土地改良法に基づき設置されている土地改良区が管理する農道などへの占用許可申請等は、

給水装置工事の申込み後、各管理者に市が申請を行う。ただし、前記土地改良区に該当しな

い任意団体が管理する農道などへの占用許可申請等は、給水装置工事申込みの前に、給水装

置工事申込者が申請を行う。 

３．河川区域及び河川法に規定する区域（砂防指定区域等）への占用許可申請等は、給水装置工

事の申込み後、各管理者に市が申請を行う。 

４．水路への占用許可申請等は、各水路管理者又は水利権者に対し、給水装置工事申込みの前

に、原則給水装置工事申込者が申請を行う。ただし、各水路管理者又は水利権者より、管理

者名での占用許可申請等を求められた場合に限り、給水装置工事の申込み後、市が申請を行

１．給水装置の工事を行うときは、あらかじめ市の承認を受ける。 （資料編・条例第５条） 

２．市は、当該工事に関する利害関係人の同意書等の提出を求めることができる。  

（同第７条第３項） 

３．給水装置工事の設計及び施工は、市が承認した指定工事業者が行う。 (同第７条第１項） 

４．指定工事業者は、設計について市の審査を受ける。         (同第７条第２項） 

５．次の給水装置工事を行う場合は、市と事前協議を行うこと。 

（１）３階建物直結式給水。 

（２）既設口径及び給水栓数が市で定める規定と相違がある場合。 

（３）特殊器具を取り付ける場合。 

（４）受水槽式給水。 

（５）直結直圧・直結増圧・受水槽各給水方式を併用して給水装置工事を行う場合。 

（６）受水槽式給水の共同住宅で、各戸検針及び料金徴収の取扱を受ける場合。（別申請必要） 

（７）その他、市が必要と認める場合。 
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う。 

５．国・県・市道以外の占用許可申請等においては、あらかじめ各管理者と協議・打合せの伴う

場合があるほか、占用許可申請者が給水装置工事申込者となる場合があるため、工期・工程

の設定においては十分留意し、疑義な点については、給水装置工事申込みの前に、市と打合

せのこと。 

６．道路使用許可申請は、所轄警察署に指定工事業者が申請を行う。 

７．道路使用許可申請の前に、指定工事業者は道路工事届出書を所轄消防本署に届出ること。 

８．市が行った各種占用許可申請等については、許可後、市から指定工事業者に通知する。 

各種占用許可申請等については、各管理者との事前協議等が伴うなど、申請受理から許可までの

期間に、一定の期間を要するため、給水装置工事申込み及び工事の工期・工程の設定には、十分

配慮すること。 

＜留意事項＞ 

（１） 指定工事事業者は、給水装置工事申込み後、必要書類一式を揃え、市に提出（３部）す

ること。また、各管理者との協議等が必要となった場合も、同様とする。 

（２） 添付書類について、特に図面・資料は占用等を許可する各管理者が定めるものであり、

これを受け、市が指示する必要書類及び図書等を作成すること。 

（３） 占用等に伴う道路などの復旧方法については、各管理者が定める復旧方法により、速や

かに行うこと。（標準復旧断面図参照） 

（４） 占用等に伴う完了届は、工事完成後速やかに市に提出すること。 

（５） 工事に伴い、車道・歩道を問わず、一時的に通行を規制し又は妨げる場合は、周辺住民

等とのトラブルを回避するため、あらかじめ工事を周知すること。 

（６） 問題が生じた場合は、指定工事事業者の責任において解決すること。 

重要 ３階建以上への直結給水及び直結増圧給水の協議 

１．３階建物直結給水を行う場合は、新設・改築工事に係わらず、計画使用水量及び水理計算等 

を作成の上、市と協議を行う。       （３階建物直結給水の事前協議） 

２．中高層建物直結給水を行う場合は、新設・改造工事に係わらず、計画使用水量及び水理計算 

等を作成の上、市と協議を行う。      （直結増圧式給水の事前協議） 

３．申込者は、給水装置所有者又は新設工事で新たに給水装置所有者となる者で、給水装置工事

申込み時の申込者と同一者であること。 

  また、増圧設備を含む給水装置の維持管理責任者を選定し、市に届け出ること。 

                               （資料編・施工指針様式） 

４．協議を取り消す場合は、その事由を以て、市に申し出ること。 

５・市は、地域、分岐給・配水管口径、建築物等を考慮して、直結給水の可否を判断する。 

重要 受水槽式給水の協議 

１．受水槽式給水となる場合は、新設・改築工事に係わらず、計画使用水量及び水理計算等を作 

成の上、市と協議を行う。 

・受水槽式給水の事前協議             （施工指針様式 第８号） 

２．申請者は、「水道施設設計指針（給水装置：受水槽以下設備）」等に基づき関係図書を添えて、

申請を行う。 

３．申込者は、給水装置所有者又は新設工事で新たに給水装置所有者となる者で、給水装置工事申

込み時の申込者と同一者であること。 

また、受水槽設備を含む給水装置の維持管理責任者を選定し、市に届け出ること。 

                               （資料編・施工指針様式） 

４．協議を取り消す場合は、その事由を以て、市に申し出ること。 
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重要 給水装置所有者の変更 

２．所有者の変更（資料編・施行規程第１１条第１項第５号） 

３． 給水装置の所有者に変更があったときは、給水装置所有者変更届の提出をもって行う。 

  

給水装置所有者に変更があった場合は、「給水装置所有者変更届」（資料編・施行規程第１１条第

１項第５号様式第１０号）に必要事項を記入し、市に提出すること。 

（１） 給水装置変更届の事由。 

① 売買・譲渡（売買契約書・登記簿・固定資産税納付書等の写しを添付） 

② 相続（分割協議書等の写し） 

③ その他 

（２） 名義変更 

① 給水装置所有者が個人の場合、本人の印章（浸透印を除く）を必要とする 

② 給水装置所有者を法人・団体等の代表者名に変更する場合は、代表者の印章（浸透印を除

く） 

③ 給水装置所有者を法人・団体等の名に変更する場合は、法人・団体等の印章（浸透印を除

く） 

④ 給水装置毎に届出を行う 

⑤ 共同住宅等で設置場所及び旧所有者が同じで、新所有者が同一の場合に限り、一括して１

枚の届出に省略し、別紙に給水装置番号及び部屋名等を明記し添付のうえ、届け出ること

ができる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◇水道工事の依頼 
  ◆打合せ…工期、工事金額（工事分担金）施工主へ説明 

◆給水装置工事申込書の作成 
・必ず施工主が記入し、施工主の印章を要する 

◆十分な事前調査…測量、既存装置の有無等 
給水栓数と予測使用水量により管口径を検討 

◆工事設計書の作成（使用材料の検討） 
◆給水装置工事申し込み ◇ 書類審査の上、工事承認 

給水装置工事申込書・工事設計書（写し可） 
必要に応じ、各同意書・念書・証明書 等 

     （道路管理者・警察等） 

◆工事完了後は、すみやかに給水装置工事完了届と 
 精算済工事設計書を添え、工事しゅん工検査の手続きをする。 ◇しゅん 工検査 
◆しゅ工検査の日程が決まったら、主任技術者立会いのもと、 
 前もって耐圧・埋設深度・新設給水装置の設置、動作確認を行う。 

 ◆必要に応じて施工主からの手続きの代行 ◇工事分担金（加入金）等の払込確認後 
（開栓届・中止届・工事分担金の払込 等）     メーター器の貸付 

◆メーター器の取付け、通水確認、水質検査 
 ◆施工主への操作説明・引渡し 

しゅん 工 検 査 合 格 後 の 手 続 き 

 ※ その他、公道掘削が必要な取出し工事等は、 

 

 所有者・開栓状況・使用用途 等 ｝ 

   必要書類・図面を添え、工期に余裕を持って申請する。 

《 給水装置工事申込の手順 》 

        給水区域内での水道工事（給水装置工事）は、必ず届出が必要である。 
     無届け、事前着工は処分の対象となるので下記の手順で手続きを行う事。 

〕 〔 
・必要書類 

施工主 水道事業者（市） 給水装置工事事業者 

工事着工 

必要に応じて 
問合せ 

工事完了 

完 成 
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 第３章 設計 

 

設計の基本調査 

 給水装置工事の依頼を受けた場合は、現場の状況を把握するために、必要な調査を行うこと。 

＜調査項目及び調査内容について＞ 

１．使 用 水 量：使用目的、使用人員、給水栓数等 

２．既設装置の有無：所有者、布設年月、口径、管種、布設位置、水栓番号等 

３．屋外・屋内配管：メーター・止水栓の位置、給水栓の位置、給水用具等 

４．配 水 管 の 状 況 ：口径、管種、布設位置、水圧等 

５．道 路 の 状 況：種別（公道・私道）、舗装構成等 

６．埋 設 物 の 確 認 ：下水道・NTT・電力・ガス等の布設位置及び深度 

７．給水管からの分岐：給水管所有者の分岐承諾、土地所有者の同意等 

 

重 要 設計の基本条件 

１．給水装置は、配水管に直接接続し、申請者に安全な水道水を供給する設備であることから、

給水装置の構造及び材質は法の定める基準に適合するよう設計する。 

２．設計にあたっては、市の施工例に基づき、次のことに配慮して行う。 

（１）水の逆流を防止するための措置を講じ、特に配水管に逆流しない構造となっているこ

と。 

（２）使用材料の材質が水質に影響を及ぼさないこと。また、土壌に影響を受けない材質を使

用する。 

（３）内圧・外圧に対して必要な強度を有していること。 

（４）漏水等が生じない構造となっていること。 

（５）凍結防止のための必要な措置が施されていること。 

（６）給水装置において、クロスコネクション（誤接続）がないこと。 

（７）給水管が第三者の土地を通る給水工事は第三者の同意があっても極力さけること。 

（８）公道からの給水管分岐工事の場合、最小口径を 20ｍｍとし、サドル分水栓に被覆可とう

管を取り付け、ダクタイル鋳鉄管等には密着コアを装着すること。また、サドル分水栓

からメーター器までの給水管には、ロケーティングワイヤーを密着させ布設すること。 

（９）給水管の埋設深度については、車道内では舗装の厚さに 30ｃｍを加えた値で、且つ 60 

ｃｍ以上、歩道内では 60ｃｍ以上、宅地内では 45ｃｍ以上とすること。 

（10）メーターボックスは保温蓋とし、量水器桝の中に制裁弁付逆流防止不凍バルブを取り付

けること。また、メーターの位置は、玄関付近を原則とし冬季間でも検針が可能な場所

とすること。 

（11）水抜栓及びメーターボックスには浸透桝を取り付け、底は砕石等で入れ替えをし水はけ

を良くすること。 

（12）給水管は水道以外の水管に直結してはならない。混合水栓（給湯・給水）は、同一水で

あること。 

（13）原則として、配水本管（口径φ300ｍｍを超えるもの）からの給水管の分岐はできない。   

 

※注意事項 

 厳冬期の公道からの取り出し工事（1月・2月）は、原則として緊急の場合を除き行わない事。 
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給水方式 

 

 

◎ 直結式給水 

 

１．直結式給水には、配水管の水圧で、給水装置の末端給水栓まで直圧で給水する方式（直圧

式）と、給水管の途中に増圧ポンプを設置し、増圧して給水する方式（増圧式）がある。 

  直結式給水は、受水槽式給水と比較して維持管理費の軽減、設置スペースの有効利用、省エ

ネルギーの推進等が図れるが、災害・事故等による断減水時には、給水の確保ができなくな

るため、建物の用途も踏まえて給水方式を検討する必要がある。 

 

①直結直圧式給水 

  配水管の水圧及び配水管口径が、基準範囲で確保されており、水理計算上可能なもの。 

ア ０.１MPa以上の最小動水圧が確保されている区域 

イ 給水階層が３階までの給水（高床式駐車場は１Fとみなす） 

 

②直結増圧式給水 

  配水管の口径は７５ｍｍ以上とし、管網が形成された区域であること 

ア  給水階層が３階以上の高置水槽への給水とする。増圧による直接給水は認めない。 

 

③直結式給水対象外の建築物について 

ア 一時に多量の水を使用する施設または使用水量の変動が大きい施設、断水のできない施設 

    例として、病院、学校等の公共的施設、ホテル・旅館、飲食店中心の雑居ビル等 

イ 逆流によって、配水管の水を汚染する恐れのある施設、例として、公衆浴場、介護施設、  

工場 等 

ウ 一時に多量の水を使用する時、又は使用水量の変動が大きい時等、配水管の水圧変動によ

り周辺利用者に影響を与えるおそれのある建物 

エ その他、直結式給水に適合しない用途での使用及び施設、給水設備と判断した場合 

  

直 圧 ・ 増 圧 併 用 式 

直 結 式 

併 用 式 

受 水 槽 式 給 水 方 式 

給水方式には次の方式があり、給水高さ・所要水量・使用用途及び維持管理面を考慮し決定する。 

直 結 直 圧 式 

直 結 増 圧 式 

直 結 ・ 受 水 槽 併 用 式 
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◎ 受水槽式給水 

 

建物の階層が多い場合、または一時に多量の水を使用する場合は受水槽を設置して給水する 

方式である。 

  受水槽式給水は、配水管の水圧が変動しても給水圧・給水量を一定に保持できること、一時

に多量の水使用が可能であること、断水時や災害時にも給水ができること、建物内の水使用の

変動を吸収すること等の効果がある。 

  ただし、使用水量等の算定に誤りがある場合、受水槽内において停滞水または渇水等が生

じ、これを起因とする水質悪化、給水量・給水圧不足等が発生する恐れがあるため、建物及び

使用用途等を十分考慮のうえ給水方式を検討する必要がある。 

 

 

① 受水槽式給水 

  配水管の水圧及び配水支管口径が、必要範囲で確保されており、受水槽内吐水口から水を供給 

するもので、使用水量等の算定が計算上可能なもの。なお、受水槽以降の給水方法は高置水槽 

式とポンプ直送式等がある。 

   ア．一時的に多量の水使用がある建物等への給水 

   イ．使用水量の変動が大きい施設・建物等への給水 

   ウ．断水等を容易に行うことのできない施設・建物等への給水 

   エ．逆流によって、配水管の水を汚染する恐れのある有害薬品を使用する工場等への給水 

 

② 受水槽の構造及び設置位置 

  受水槽の構造、材質については、以下の点に留意する 

ア．ボールタップは、吐水口空間を確保し、流入管には止水器具を設置する。 

イ．マンホールは、直径 60cm 以上の円が内接する大きさとし、衛生上有害なものが入らな 

  いよう周囲の面より高くし、密閉型で施錠ができるようにする。 

ウ．オーバーフロー管は、ラッパ口を高水位に設け流入量等を考慮して決定する。 

なお、間接排水とするため排水管及び排水ます等は、有効な排水口空間を設けるとともに、 

衛生上有害なものが入らないように管端開口部には防虫網を取付ける。又、オーバーフ 

ロー管と水抜管は別々の間接排水とする。 

エ．水抜管は、槽底の最低部に設置し、短時間に排水できるよう考慮する。 

オ．通気装置は、衛生上有害なものが入らないように管端開口部には防虫網を取付ける。 

カ． 受水槽には、昇降に安全なタラップ、高水位・低水位警報装置を必要に応じて設置する。 

キ．受水槽は、地上式、半地下式、又は床置き式とし、受水槽の底・周壁は外部から容易か 

つ安全に保守点検（6 面管理）ができるよう、建築物や他の構造物から 60cm 以上、 

天井からは 1m 以上の離隔をとり設置する。 

ク． 受水槽を地下に設置する場合は、保守点検等の維持管理が常時安全にできるよう考慮す 

  る。 

ケ．受水槽を建築物内部に設置する場合は、受水槽上部空間に、空調機器・ボイラー・ポン 

プ等の設置及び排水管・空調関係管等の配管をしない。 

コ．災害時に応急給水の対象となる施設（医療機関、学校等の避難所となる施設及び社会 

福祉施設）の受水槽設置場所は、容易に給水車からの給水を受けられるように考慮す 

る。 
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サ．受水槽の材質は、十分な強度と耐久性を有し、水槽内の水が汚染されないもので、かつ 

保守点検が容易に行なえるものとし、構造基準は建築基準法に基づくものとする。 

 

＜注意＞ 

 受水槽以下の設備は、配水管からの水道水を一旦受水槽に入れ、これをポンプで高置水槽に揚

水するか、給水ポンプなどで圧送し、配管設備によって飲用水を供給する設備であり、水道法

第３条第９項に規定する給水装置に該当しない。 

  

③ 非常用給水栓の設置 

  受水槽式給水には、停電用やその他非常用の給水として、原則、受水槽立ち上がり管手前の屋

外で、受水槽の近接箇所に給水栓を設置する。 

   ア．受水槽式給水で給水装置にメーターを設置した他、受水槽先に私設メーターを設置し、

集中検針ができる構造の場合は、非常用給水栓用にメーターを別に設置する。 

   イ．非常用給水栓の設置場所は、維持管理及び給水作業等に支障のない受水槽近接箇所に設

置すること。なお、管理人が常駐している場合は、管理人室近くで、屋外の地上に設置

することができる。 

  

④ 配管 

   ア．管自体の伸縮たわみ、温度変化、地震等による変形の恐れのある所には、伸縮継手を設

けるなど有効な管損傷防止を講ずること。 

   イ．防火水槽、プール等への給水施設は、吐水口と満水面との間隔を流入管の管径以上を保

持することとし、逆流することのないようにする。 

 

◎ 直結・受水槽併用式給水 

 

直結・受水槽併用式給水は、一つの建物内で直結式及び受水槽式の給水方式を併用するものであ 

る。 

 給水方式を併用する場合は、以下の点に留意すること。 

① 同一建物内で使用用途が異なり、それぞれ独立した区画である場合とする。 

② 共同住宅に併設される店舗等がある場合は、住居と店舗等との併用はできる。ただし、そ

れぞれが独立した構造となる場合に限る。 

③ 併用方式の維持管理を容易にするため、給水系統が識別できるよう配管等に表示を行う。 

④ 併用式給水をする場合はクロスコネクション（誤接続）等の事故を防止する配管形態とす

る。 

◇ 受水槽式給水又は他の給水（井戸水等）から直結式給水への改造 

１．受水槽式給水又は他の給水（井戸水等）から直結式給水に変更する場合は、既設設備の配

管・用具類を新しいものに交換することが望ましいが、そのまま再使用する場合は、次の要

件を満たしていること。 

① 使用している配管・用具類が、法第１６条、基準省令で定める構造及び材質の基準に適

合していること。また、これを証明する現況写真及び証書等を以て確認できること。 

（既設配管の材質及び口径に関する証明） 

② 公的機関の水質検査結果が、水質基準を満たしている報告があること。また、これを証

明する証書等を以て確認できること。 

③ 水圧試験で 1.0MPaを１分間保持できること。また、これを証明する資料を以て確認でき

ること。ただし、市が試験水圧を別に指示した場合はその試験水圧とする。 

④ 赤水・濁り水等の障害も発生しないこと。 

⑤ メーター以降の配管が、メーター口径以下であること。 

⑥ その他、市の指示によるものとする。 
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＜留意事項＞ 

 ア．既設配管を直結給水装置として再使用する場合は、水圧上昇による成分溶出、配管漏水、赤

水等の問題が発生する恐れがあるので再使用に必要な要件は必ず確認すること。 

 イ．既設配管をやむを得ず再利用する場合は、材質・構造・口径・給水器具類、試用期間等を十

分調査し、再利用する部分を最小限にすること。 

 ウ．既設配管を直結給水装置として再使用する際に、配管・用具類が法第１６条、基準省令で定

める構造及び材質の基準に適合していない場合は早急な改善を実施すること。 

  

重要 給水管の口径決定 

◎ 管口径決定の基本条件 

 

（１）設計水圧は、一律０．２MPaと設定する。 

（２）給水管の口径は、市が定める配水管の水圧（設計水圧）において、計画使用水量を供給でき

る口径にする。 

（３）給水管の管内流速は、ウォーターハンマー・騒音・管路や器具の損傷が考えられるため、管

内流速が２．０ｍ／sec 以下となる口径とする。なお、管内流速は、他の給水用具も含む。 

 

◎ 管口径の決定   

 

（１）共通の条件 

① 給水栓数は、湯・水混合栓の場合は、１栓とする。 

② メーター上流側の管口径は、２０ｍｍ以上とし、原則としてメーター口径と同口径とする。 

メーター口径１３ｍｍの場合も２０ｍｍとする。 

③ 給水用具の流入口径は、メーター口径以下とし、原則先太り配管等を禁止する。 

     ただし、下記の場合は、先太り配管を特例的に認める。 

      ア．給水栓分岐までの箇所のみ、凍結防止等を考慮しメーター口径より１サイズアップ

の先太り配管を認める。 

      イ．将来メーター口径の変更工事を予定している場合 

      ウ．増設改造工事の場合 

④ 水理計算は、配水管の分岐部から末端給水栓又は使用水量が最も多い給水栓まで計算す

る。 

  ただし、下記の場合は水理計算書の添付は必要ない。 

   ア．一戸建であること。  

   イ． 給水する階数が２階以下で、メーター口径が ２０ｍｍ以上の場合（事業所は除く） 

   ウ．最小動水圧０．３MPa以上確保できる建物 

   エ．その他、市が必要ないと判断した場合 

⑤ 共同住宅は、各戸毎に同時使用水量を算定し、全戸数の水量の合計とする。 

 

（２）直結直圧式給水 

 

① メーター口径１３ｍｍの場合 

      ア．給水栓数は、概ね８栓までとする。ただし、家族数、使用状況等で審査し、承諾書

により増栓は可能とする。 

      イ．既設メーター口径１３ｍｍで給水栓の増設改造工事を行う場合は、給水管布設延長

及び高さが、既設給水管の延長及び高さを超えないこと、また、原則８栓以内とす

ること。 

      ウ. 新たに配水管より分岐する新設工事の場合は、分岐給水管最小口径を２０ｍｍと

すること。 
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         また口径変更で取直し工事の場合は、既設管は分水栓で閉塞すること。 

エ．接続する給水用具の流入口径は、原則としてメーター口径以下であること。 

オ．上記条件によらない場合は、水理計算及び所有者による承諾書を用いて市と協議を

すること。 

カ．同時使用が予測される住居（２世帯住宅等）の場合も水理計算書を用いて市と協議

すること。 

 

 

② メーター口径２０ｍｍの場合 

      ア．給水栓数は、概ね１５栓以内とする。ただし、家族数、使用状況等で承諾書により

増栓は可能とする。 

      イ．接続する給水用具の流入口径は、メーター口径以下であること。 

      ウ．損失水頭に器具の最低動作圧及び給水栓の高さを加えたものが、設計水圧以下とな

るように水理計算を行い、口径を決定すること。 

エ．上記条件によらない場合は、水理計算及び所有者による承諾書を用いて市と協議を 

すること。 

 

 

③ メーター口径２５ｍｍ以上の場合 

ア．接続する給水用具の流入口径は、メーター口径以下であること。 

      イ．損失水頭に器具の最低動作圧及び給水栓の高さを加えたものが、設計水圧以下とな

るように水理計算を行い、口径を決定すること。 

 

＜留意事項＞ 

 

    その他、水理計算を用いて市と協議が必要なもの 

     ・メーター口径１３ｍｍの場合は、給水栓数が９栓以上の場合。２０ｍｍの場合は、１６

栓以上の場合。 

     ・建物の給水階層が３階以上であるもの。（３階直結直圧式給水を認める場所は、配水管

水圧０．３MPa以上の地区とする。また、高床式住宅の場合、給水栓の最高取付位置（高

さ）を道路面から５．５ｍ以内とする。） 

     ・配水管分岐部から最末端給水用具までの給水管布設延長が、５０ｍ以上であるもの。 

・その他、市が水理計算の提出を求めたもの。 

 

（３）直結式給水の分岐口径の決定 

 

① 直結式給水での分岐口径は、下記により決定する。 

ア．本施工指針に基づき、水理計算等により口径を決定する。 

イ．配水管と同口径での給水管分岐は認めない。 

ウ．設置するメーター口径に対し、１サイズ上までの給水管分岐口径を認める。 

エ．配水支管の分岐箇所から、末端の給水用具までが５０ｍ以内の場合に限り、水理計 

算を省略し「管口径均等表」（資料編・図表１－７）を利用し、分岐口径を決定す 

ることができる。 

 

＜その他の留意事項＞ 

     ・区間ごとの使用水量を「種類別吐水量と対応する給水用具の口径」（資料編・図表１－

３）より求める。 

     ・一般建築物等の直結給水の設計にあたっては、１栓当たりを１２ℓ／min として算出す

ることができる。 
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     ・同時使用率を「同時使用率を考慮した給水用具数」（資料編・図表１－４）より求める。 

 

     ・口径別動水勾配を「動水勾配早見表」（資料編・図表１－８）より求める。 

     ・区間ごとの相当配管長を「給水用具等損失水頭の直管換算表」（資料編・図表１－９）

より求める。 

     ・損失水頭を求める。  損失水頭＝管延長×動水勾配÷１０００ 

     ・区間ごとの損失水頭を求め、その和が総損失水頭となる。 

     ・設計水圧は、０．２MPaとする。 

 

（４）直結増圧式給水 

① 直結増圧式給水での分岐口径は、下記により決定する。 

ア．分岐は配水支管７５ｍｍ以上で、管網が形成された地区とする 

イ．直結増圧式給水を行う場合の配水支管水圧は、０．３MPa以上とする。 

ウ．配水管と同口径での給水管分岐は認めない。 

 

 

（５）受水槽式給水 

  計画使用水量から時間平均使用水量を算出し、管口径を決定する。 

計画使用水量÷使用時間 

   Ｈ ＋ ｈ ＋ ｈ１  ≦ 設計水圧 

 

         

（６）損失水頭の計算 

① 給水管 

     ア．口径５０ｍｍ以下は、ウエストン公式による。（資料編・図表２－１参照） 

イ．口径７５ｍｍ以上は、ヘーゼン・ウイリアムズ公式による。（資料編・図表２－２参

照） 

② 継手類 

    継手類の損失水頭は、各種継手の個々の損失水頭を計上すること（資料編・図表１－９）。

ただし、直管部の継手損失水頭は、総損失水頭の１０％を一括計上してもよい。 

③ 給水用具類 

    給水用具等損失水頭の直管換算長は、資料編・図表１－９による。なお、使用する器具がこ

の値によりがたい場合は、「メーカー公表資料」によることができる。 

 

（７）メーター口径の決定 

   メーター口径は、設計使用水量に基づき「メーター口径別許容流量表（資料編・図表１－１１）」

の適正使用流量範囲内メーター口径を決定する。 

    

 

◎ 所要水頭の計算 

 

（１）直結直圧式の計算 

   直結直圧式における所要水頭の計算は、下記による。 

   給水装置全体の所要水頭 ≦ 設計水圧 

 

① 給水装置全体の所要水頭＝水理計算による摩擦損失水頭＋給水装置の立ち上がり高さ 

② 「給水装置の立ち上がり高さ」とは、配水支管と給水管の分岐点から、水理計算上の末端給

水用具、もしくは最高位給水用具までの垂直距離をいう。 
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③ 器具等の種類別標準吐水量 

    各種の給水栓等には、その種類と使用用途に応じて、それぞれ適切な使用水量の範囲とこれ

に対応する口径がある。その一般的な標準値は資料編・図表１－３の数値である。 

④ 同時使用率 

    給水栓の種類と口径が決まれば、１栓当たりの数に乗じたものの和が設計水量になるが、複

数の給水栓を有する給水装置では、常に各給水栓が同時に使用されることが少ないため、同

時使用率を考慮した給水栓数を用いるのが一般的であり、その値は表「同時使用率を考慮し

た給水用具数」のとおりである。 

    また、２戸以上の給水装置に給水する連合給水管の場合は、全戸数の使用水量に同時使用戸

数率（資料編・図表１－１２）を乗じて計画使用水量を求める。 

 

 

資料（給水装置、主な記入例） 

 

 

  

 

（黒色） 

 

     

 

配水管 

（管径は別記

による） 

 

 

 

 

撤去給水管 

 

 

・止水栓 

・仕切弁 

・水抜栓 

・KR止水栓 

 
（赤色） 

     

 

新設給水管 

 

 

 

 

埋殺し給水管 

 

 

 

管径違い箇所 

 

（青色） 

     

 

二次側給水管 

 

 

 

 

メーター 

 

 

 

 

受水槽 
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２．給水管の種類

管　　　種 長　　　所 短　　　所

・衝撃に弱く外傷を受けると、強
　度が低下する。
・耐熱性に弱い。
・有機溶剤に侵されやすい。
・温度に対する膨張率が大きく温
　度変化の激しい場所に
　布設する場合は、伸縮継手等が
　必要である。

・耐酸、耐アルカリ性に富み電食
　の恐れがない。
・スケールの発生がない。
・施工が容易である。
・軽量である。

水道用ゴム輪形硬質塩化ビニ
ル管（ＲＲＶＰ）
（ＪＷＷＡ　Ｋ　127）

水道用ゴム輪形耐衝撃性
硬質塩化ビニル管
（ＲＲＶＰ）
（ＪＷＷＡ　Ｋ　127）

・強度が大で耐久性がある。
・強靭性に富み衝撃に強い。
・穿孔に適している。
・継手の種類が豊富である。

・重量が大である。
・電食を受けやすい。水道用ダクタイル鋳鉄管

（ＤＩＰ）
（ＪＷＷＡ　Ｇ　113）

・異管種の専用接合工具が必要。
・電食の防護が必要。
・肉厚が薄いので、運搬、施工及
　び布設は丁寧にする必要があ
　る。
・電気解氷器使用注意。
　（過熱による火災）

・耐食性に優れ、錆、スケール
　の発生がない。
・抗張力、硬度がない。
・熱に強い。

水道用ステンレス鋼管
（ＳＳＰ－Ｂ）
（ＪＷＷＡ　Ｇ　115）

水道用波状
ステンレス鋼管
（ＣＳＳＴ－Ｂ）
（ＪＷＷＡ　Ｇ　119）

・凍結及び熱に弱い。
・衝撃に弱く、破損しやすい。
・紫外線によって、変質劣化が生
　じ易い。
・有機溶剤に侵されやすい。

・耐食、耐電食性に優れている。
・重量が軽く、取扱いが容易。
・スケールの発生がない。
・施工が容易である。

水道用硬質塩化ビニル管
（ＶＰ）
（ＪＩＳ　Ｋ　6742）

水道用耐衝撃性
硬質塩化ビニル管
（ＨＩＶＰ）
（ＪＩＳ　Ｋ　6742）

・ライニング部が剥離しやすい。
・電食を受けやすい。
・施工性が悪い。
・比較的価格が高い。

・耐食・耐熱性に優れている。
・錆、スケールの発生がない。
・立上がりや屋内配管に適する。
・電気解氷器使用可能。

水道用耐熱性硬質塩化
ビニルライニング鋼管
（ＳＧＰ－ＨＶＡ）
（ＪＷＷＡ　Ｋ　140）

・有機溶剤に侵される恐れがある。
・可燃性で、高温に弱い。
・抗張力が小さく、硬度が低い。

・耐食性に優れ、柔軟性に富み、
　耐衝撃性、耐電食性が強い。
・長尺物のため施工が容易であ
　る。

水道用ポリエチレン管
第1種二層管
（ＰＰ）
（ＪＩＳ　Ｋ　6762）

水道用ポリエチレン
粉体ライニング鋼管
（ＳＧＰ－ＰＡ・ＰＢ
　・ＰＤ）
（ＪＷＷＡ　Ｋ　132）

参考適用配管例
・ＳＧＰ－ＶＡ・ＰＡ　屋内配管
・ＳＧＰ－ＶＢ・ＰＢ　屋内配管及び屋外露出配管
・ＳＧＰ－ＶＤ・ＰＤ　地中埋設配管及び屋外露出配管

水道用硬質塩化
ビニルライニング鋼管
（ＳＧＰ－ＶＡ・ＶＢ
　・ＶＤ）
（ＪＷＷＡ　Ｋ　116）

・ライニング部が剥離しやすい。
・電食を受けやすい。
・施工性が悪い。

・抗張力硬度が大きく外傷に強い。
・スケールの発生が少ない。
・電気解氷器使用可能。

 

 

              第４章 給水管及び給水用具 

 

 

 

  
◎ 給水管の種類 
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給水用具 

 

 給水器具とは、給水管に直結し、容易に取り外しのできない構造として接続され、有圧のまま給

水できる分水栓、止水栓、仕切弁、逆止弁、減圧弁、不凍栓、給水栓及び器具類をいう。 

 すべての給水用具や各種継手類は、「給水装置の構造及び材質の基準」に定められた性能基準に

適合するものでなければならない。 

 

ア．分水栓は、配水支管から給水管を分岐するときに用いる給水器具である。 

 

イ．止水栓及び仕切弁類は、給水の開始・中止・給水装置の修理、その他の目的で給水を制限又

は停止するために使用する給水用具である。 

 

ウ．バルブ類には、逆止弁や水抜栓等がある。 

 

エ．給水栓は、給水装置の末端部に取り付けられる開閉吐水器具で、一般に蛇口、水栓、カラン

などとも呼ばれている。給水栓の種類は多く、横水栓、自在水栓、立水栓、混合水栓、止水

栓、ボールタップ及び洗浄弁などがある。 

 

オ．その他、給水用具には、湯沸器・給湯器・増圧給水設備・浄水器・活水器・アルカリイオン

整水器・食器洗い機等がある。 

 

カ．機能水器具には、浄水器・活水器・アルカリイオン整水器等がある。 

 

 

  

水道用架橋
ポリエチレン管
（ＸＰＥＰ）
（ＪＩＳ　Ｋ　6787）

・耐食性に優れ、可とう性に富み
　施工性が良い。
・軽量である。
・さや管ヘッダー方式を用い、屋
　内配管に適する。

・有機溶剤に侵される恐れがある。
・熱による膨張破壊の恐れがある
　ため、使用圧力には注意が必要。
・直射日光に弱い。
・管肌に、傷がつきやすい。

水道用銅管
（ＣＰ）
（ＪＷＷＡ　Ｈ　101）

・重量が軽い。
・スケールの発生がない。
・給湯配管等に適する。

・外傷を受けやすい。
・電食を受けやすい。
・電気解氷器使用注意。
　（過熱による火災）

水道用ポリブテン管
（ＰＢＰ）
（ＪＩＳ　Ｋ　6792）

管　　　種 長　　　所 短　　　所
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重要 使用材料の指定 

 市長は、災害等による給水装置の損傷を防止するとともに、給水装置の損傷の復旧を迅速かつ

適切に行えるようにするため必要があると認めるときは、配水管への取付口から水道メーターま

での間の給水装置に用いようとする給水管及び給水用具について、その構造及び材質を指定する

ことができる。 （資料編・条例第８条第１項）                  

 市長は、指定給水装置工事事業者に対し、配水管に給水管を取り付ける工事及び当該取付口から

水道メーターまでの工事に関する工法、工期、その他の工事上の条件を指示することができる。                    

（同 第２項） 

 

＜留意事項＞ 

   市は、分岐箇所からメーター周りの使用材料を指定する。 

 

◎ 給水管の指定 

 

 国・県・市道は、道路管理者の指示等による。 

 

指定材料 管径 指定内容 

・水道用ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管 

 水道用ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管 

（内面ｴﾎﾟｷｼ樹脂紛体塗装） 

・水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 

・水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ異形管 

 

 

75ｍｍ 

以上 

 

 

GX 形、NS形、K 形（地盤が良好な場合） 

 

 

油類、有機溶剤が浸透するおそれのある場所（ガソリン

スタンド、工場等）には耐食性のある管を使用する。   

・水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 

 （Ⅰ種二層管） 

 

 

 

50ｍｍ 

以下 

 

油類、有機溶剤が浸透するおそれのある場所（ガソリン

スタンド、工場等）には耐食性のある管を使用する。 

 

 

◎ 分岐材料の指定 

  

指定材料 管径 指定内容 

・弁付割Ｔ字管 75ｍｍ 

以上 
内面ｴﾎﾟｷｼ樹脂紛体塗装 

・水道用サドル付分水栓 

（DIP） 

 

 

50ｍｍ 

以下 

ボール式 ※密着コアを使用 

・ＥＦサドル付分水栓(PE） 

・鋳鉄サドル付分水栓（PE） JWWA K 144 用 

 

◎ 弁及び栓類の指定 

 

指定材料 管径 指定内容 

・水道用ｿﾌﾄｼｰﾙ仕切弁 50ｍｍ 

以上 
右開き 呼び圧力 0.75MPa 

・制水弁 

30ｍｍ 

～ 

50ｍｍ 
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・ｼｰﾙﾘﾝｸﾞ止水栓 

20ｍｍ

～ 

25ｍｍ 

 

・制裁用ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ・伸縮継手 

 付水抜栓式逆流防止バルブ 

 （KR型） 

13ｍｍ

～ 

25ｍｍ 

メーターボックス内に設置 

・水抜栓式逆流防止バルブ 

30ｍｍ 

～ 

50ｍｍ 

メーターボックス内に設置 

 

◎ 継手の指定 

 

指定材料 管径 指定内容 

・フレキシブル継手 

 （アダプター一体型） 

13ｍｍ

～ 

50ｍｍ 

サドル付分水栓の後に接続 

・水道用ﾎﾟﾘｴﾁｴﾝ管金属継手 

 

50ｍｍ 

以下 
 

 

◎ 筐類の指定 

 

指定材料 管径 規格 指定内容 

止水栓筐 

又は仕切弁筐（道路部） 

20ｍｍ 

以上 
市承認品 新庄市型 

あじさいマーク入り（配水用） 

仕切弁筐（宅内） 
30ｍｍ

～ 

75ｍｍ 

〃 新庄市型（給水用）マークなし 

止水栓筐（宅内） 
25ｍｍ 

以下 
〃 蓋は青色 

メーターボックス 
40ｍｍ 

以下 
〃 保温蓋付 

メーターボックス 
50ｍｍ 

以上 
〃 

コンクリート現場打もしくは同等以

上のもの、鉄蓋、両開き 

 

◎ その他資材類の指定 

 

指定材料 管径 指定内容 

密着コア 20ｍｍ

～ 

50ｍｍ 

ＤＩＰ分岐部 

ロケーティングワイヤー   

ボルト、ナット  フランジボルト・ナット：SUS304 

Ｔ頭ボルト：合金ボルトＦＣＤ 

管明示テープ   

管明示シート  Ｗ=150ｍｍ、青色生地・白文字 

ポリエチレン製クロスシート（2 倍折込） 
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重要 

 

 

 

 

 

 

 

  

《 給水工事施工例 》　φ13ｍｍ～φ40ｍｍ

　　　　　　　配水管～メーター器まで

宅 地公 道

・メーターBOXより先は日本水道
協会の認定品を使用のこと。

・特殊器具については市と協議の
こと。

名　　　称                    仕　                　　様

① サドル付分水栓 日本水道協会規格品（JWWA)

② 密着コア 配水本管が鉄管時に使用する（錆による閉塞防止）

③ 金属還付パッキン メーター器以外ゴムパッキンは不可　（緩み・捲れ防止）

④ フレキシブル継手 アダプター継手　一体型　（市承認品）

⑤ ポリエチレン管 Ⅰ種　２層管　（場所によって防護管を要する）

⑥ 回転継手 コア付き

⑦ 止水栓 φ20～φ25･･･シールリング ・ φ30～φ50・・・ボールバルブ

⑧ 平板 コンクリート平板

⑨ 止水栓筺平板 軟弱地に使用する　（省略可）

⑩ 止水栓筺 φ20～φ25･･･アジャスト式 ・ φ30～φ50・・・給水用仕切弁筺

⑪ 異径回転継手 φ20㎜以上は同径回転継手

⑫ 逆止弁付止水バルブ 伸縮継手付、φ13～φ25は制裁用バルブ付

⑬ メーター 市貸付（ショート型）

⑭ メーターＢＯＸ 保温蓋付　(市認証型）

⑮ 浸透桝 砕石等で代用可

⑯ ロケーティングワイヤー 導電性カーボンゴムすずメッキ軟銅線

給水工事施工例（φ50㎜～DIP施工時）

＜注意点＞

・量水器の上流下流両側で止水できる構造とする

・逆止弁は必ず設置する

・量水器は基本長厳守で取り付ける

・メーターＢＯＸはメーター交換に支障ない大きさとする

100ｍｍ×70ｍｍ以上

　　（不断水工法時設置
　　　　DIPで施工の場合）

M

配水管＞取出口径

仕切弁筐 仕切弁筐

②⑥ ③ ⑨

メーターＢＯＸ⑩

① ④ ③ ⑤ ⑥ ② ③ ④ ③ ⑤ ⑦ ② ⑧⑤③ ⑥ ② ④

官
民
境
界

約1.0m

口　径 メーター基本長

φ50㎜ 560㎜

φ75㎜ 630㎜

φ100㎜ 750㎜

メーター 基本長

メーター 基本長

民地公道

仕　　　　　　　様

① 弁付割Ｔ字管（不断水工法による）

② 短管　２号　等

③ 特殊押輪

④ ダクタイル鋳鉄管

⑤ 短管　１号　等

⑥ 仕切弁（ソフトシール）

⑦ 市貸付メーター（伸縮型）

⑧ 逆止弁

⑨ ベンド

➉ 枠（ＰＣ、ＲＥＰ製）、蓋（鉄、ＦＲＰ）両開き、小窓付き
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               第５章 メーター 

 

 

重要メーターの設置基準 

 

メーターの設置位置 

 

メーターの設置 

 

１．給水装置（1軒）には、１個のメーター設置を原則とする。 

２．同一敷地内に同一所有者の離れ家があり、その離れ家が独立した構造（専用の入口・便所・浴

室・台所等を備えている）の場合は、原則としてそれぞれにメーターを設置する。 

３．２世帯以上が恒久的に独立して生活することが可能な建築構造の場合は、原則として給水装置

を分割し世帯ごとにメーターを設置する。 

４．集合住宅等で散水栓・共用水栓等の給水用具を共用する場合は、世帯ごとにメーターを設置す

るほか、共用給水用具も１給水装置としてメーターを設置する。 

５．同一敷地内で同じ目的に使用される給水装置（学校・病院・工場等）については、建築物の棟

数に関係なく、原則として 1個のメーターを設置する。 

６．メーター及びメーター上下流付近には、メーター検針・取替作業等の維持管理に支障となる植

樹・建築工作物、磁気活水器等を設置しない。 

７．３階建て直結給水に設置するメーターの最小口径は、２０ｍｍとする。 

１．メーターの設置にあたっては、建物に平行、地面に水平に取付け、斜めに取り付けないこと。 

２．メーターに表示されている流水方向の矢印を確認し、計量に支障を生じないようにすること。 

３．口径１３ｍｍ～４０ｍｍのメーターは、メーター上流側に逆止弁付止水バルブを設置する。伸

縮継手は基準長とし、伸ばしきったり縮めきったりして使用しないこと。 

４．口径５０ｍｍ以上のメーターは、メーター上下流側に仕切弁又は逆止弁を設置 

  し、遠隔メーターを見やすい場所に取付けること。 

  また、伸縮継手は基準長とし、伸ばしきったり縮めきったりして使用しないこと。 

１．メーターを設置する場所は、取替作業時の維持管理及び冬期間のメーター検針を考慮し、玄関

先などの除雪が行き届く場所に設置することが望ましい。 

また、雨水及び汚水等が入らないよう整備すること。 

２．厳冬期の凍結を考慮して凍結防止の措置を講じること。 

３．倉庫または車庫（シャッター付）等の建築物内、駐車場で車の下になる又は車輪が乗り上がる

ような場所、車の出入りする通路・ゴミ置場・庭園・花壇等の場所・室外機等の下部には設置

しない。 

  また、増築等により、メーター検針、取替作業が困難になる恐れがある時は、速やかに移設す

ること。 

４．メーター検針、バルブの操作、メーター取替作業のため、担当職員等が敷地や建物内に立ち入

ることについて、給水装置工事申込みを行う前に、土地地権者及び建物所有・管理者、水道使

用者等の了承を得ていること。 
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重 要 

 
 

 

 

指定工事業者ステッカー

新庄市メーターボックス（内部） 例：一般家庭用φ１３㎜

新庄市メーターボックス保温蓋（表） 新庄市メーターボックス保温蓋（裏）

⑥回転継手（コア付き）

⑬メーター（市貸付・ショート型）

伸縮継手（基本長は20ｍｍとする）

⑫逆止弁付止水バルブ
（伸縮継手付 φ13～25は制裁用バルブ付）

⑪異径回転継手（コア付き）20×13

水 流 方 向

※ 竣工検査合格後、
メーターボックスの保温蓋裏側に工事を行った指定
工事業者名のステッカーを貼ります。
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              第６章 配管・施工 
 

 

水の安全・衛生対策 
 

◎ 凍結防止 

１．屋外で気温が著しく低下しやすい場所、その他凍結のおそれのある場所にあっては、耐寒性能

を有する給水装置を設置すること。      （省令第６条）                 

２．凍結のおそれのある屋外配管は、土中に埋設し且つ埋設深度は凍結深度より深くすること。 

３．凍結のおそれのある場所の屋内配管は、必要に応じ管内の水を容易に排出できる位置に水抜き

用の給水装置を設置すること。 

４．屋外で気温が著しく低下しやすい場所や凍結のおそれのある場所に設置する給水装置は、寒冷

地における地域特性を十分考慮し、このような場所では、適正な凍結防止対策を講じること。 

 

（１）構造及び材質基準に係る事項 

 ① 凍結のおそれがある場所 

     ア． 家屋の立ち上り（露出）管 

     イ． 屋外給水栓等外部露出管（受水槽廻り・散水栓を含む） 

     ウ． 水路等を横断する上越し管 

     エ． やむを得ず凍結深度より浅く布設する箇所 

 

② 給水装置の凍結防止 

     ア． 凍結のおそれがある屋外配管は、土中に埋設し、かつ埋設深度は凍結深度より深 

        く埋設する。 

イ． 凍結のおそれがある場所の屋内配管は、必要に応じ管内の水を容易に排出できる 

位置に水抜用の給水用具を設置する。 

     ウ． 凍結のおそれがある給水装置には、適切な防寒措置を施す。 

 

   ＜その他の留意事項＞ 

   ・やむを得ず凍結深度より浅く布設する場合は、保温材等により適切な防寒措置を施 

す。 

      ・露出配管については、管内の水を容易に排出できる位置に水抜用の給水用具を設置 

し、耐寒性能をもつ対策を施す。 

      ・結露のおそれがある給水装置には、防露措置を施す。 

      ・屋外露出配管で支持金具に配管を載せる場合は、支持金具に配管を固定するバンド 

を断熱材付きのものにする等，支持部の保温施工にも注意する。 

 

◎ クロスコネクション防止 

 

当該給水装置以外の水管その他（自家水・工業用水・二次水 等）の設備に直接連結しないこと。 

（施行令第５条第１項第６号） 
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重要 配管の原則 

 

◎ 分岐から止水栓までの施工 

 

１．配水管分岐部からメーターまでの給水管口径は、原則分岐口径と同口径とする。 

２．給水管を構造物（側溝・石垣等）と平行して布設する場合は、その構造物から３０ｃｍ以上

離して配管する。 

３．給水管を他の地下埋設物と平行に埋設する場合は、３０ｃｍ以上又は立体交差に埋設する場

合は、１０ｃｍ以上の離隔をそれぞれ外面で保ち、立体交差する部分には、保湿筒（発砲ス

チロール等）又はサンドクッション等の適切な措置を講ずる。 

４．ガソリンスタンド、又は宅地内土壌が油脂混じりとなる場所に配管する場合は、金属管もし

くは被覆されたポリエチレン管を使用する。 

５．道路及び通路に布設し、分岐口径φ５０ｍｍ以上で、最末端メーターまでの延長が５０ｍ以

上の場合は、規定の吐水口空間を設けた吐水設備（配水支管分岐口径の１／２以上）を設置

する。 

 

◎ 止水栓から給水用具までの施工 

 

重要 ◎ 埋設深度 

 
（１）給水管の埋設深さは、下表による。 

 

埋設箇所 埋設深さ 摘要 

道路 配水支管の埋設深と同じ 国・県・市道及びこれに準じる道路 

通路 ０．６０ｍ以上 私道を含む 

宅地 ０．４５ｍ以上  

 

 

１．給水管の配管は、原則として直線配管とすることが望ましい。やむを得ず曲げ配管を行う場

合には、管材質に応じた適切な配管を行う。 

２．給水管に使用する管及び継手は、管種による特徴を考慮し、使用箇所に最も適した管及び継

手を次により選択し使用する。 

① 油脂混じり土壌・有機溶剤等の浸透する場所は、ダクタイル鋳鉄管又はさや管防護や

土壌浸透を防止する措置を講じる。（ガソリンスタンド・整備工場・薬品工場等） 

３．給水管の配管は、立体交差や障害物等があれば保護工等の措置を講じることが望ましい。 

４．埋設給水管と構造物の地震等による相対変位を吸収するため、次の立ち上がり管は伸縮性又

は可とう性を有することが望ましい。 

① 埋設給水管と建築物の立ち上がり管は、地震等の揺れの違いを吸収するため、伸縮可

とう性を有する接続方法とすることが望ましい。 

② 立ち上がり管を受水槽に支持（固定）する上流側に可とう性を有する継手を使用する

ことが望ましい。 

     例として、 ・ゴム製可とう継手  ・フレキシブル継手   

・埋設給水管（ＰＰ）に直接立ち上がり管を接続する方法 

５．給水装置において、熱交換器（貯湯・貯蔵・瞬間湯沸器等）を設置する工事で、電気・ガス

等の同時施工が伴う場合は、必要に応じてそれらを取扱う現場の管理・監督を行う有資格者

を置くなど、関連法律等に従い施工する。 

６．架橋ポリエチレン管を使用する際は、配管標準施工を遵守すること。 
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（２）障害物、その他の理由により規定の埋設深度を確保できない場合は、市と協議をすること。 

（３）公道（国道・県道・市道）及びこれに準じる道路は、道路管理者の指示による。 

（４）宅地内埋設であっても、管の回りは山砂で埋戻しする。また重車両が乗り入れする場合は、

適切な管防護等を行うこと。 

 

 

重要  分岐・分岐止め 

 

◎ 配水支管からの分岐・分岐止め 

 

 配水支管からの分岐・分岐止めは、下記の条件に該当する者に施工させる。 

（１）（財）給水工事技術振興財団が実施する「給水装置工事配管技能者講習会」の修了者。 

（２）既に各水道事業体等において、類似の名称の資格を取得しているものが、「給水装置工事 

配管技能者講習会」と同等、又は同等以上の講習課程を経てその資格を取得したと認定 

できるもの。 

 

   ※日本水道協会東北支部の 1級配管技士、2級配管技士の資格者は該当する。 

1級配管技士については、（財）給水工事技術振興財団へ申請、2級配管技士については 

同財団が実施する「分水穿孔講習会」を受講することにより、上記配管技能者の認定を 

受けられる。 

 

重要  仕切弁・止水栓 

 

◎ 設置位置 

 

（１）操作及び維持管理に支障とならない場所に設置する。 

（２）交差点内に設置しない。 

（３）車両等の輪荷重を受けやすい場所や、埋没しやすい場所には設置しない。 

（４）給水管を道路及び通路に縦断して布設する場合は、交差点隅切りから１．５ｍの位置 

に仕切弁又はボール式止水栓を設置する。 

（５）分岐止水栓は、分岐口径と同口径の仕切弁又は止水栓を原則設置する。 

（６）給水管を宅地内に直接引き込む場合は、次による。 

   ① 平坦な場所で分岐箇所より直角に取り出し、官民境界から宅地内１．０ｍ以内に仕 

切弁又はボール式止水栓を設置する。 

   ② 操作及び維持管理に支障とならない場所に設置する。 

   ③ 車両等の輪荷重を受けやすい場所や埋没しやすい場所には設置しない。 

（７）宅地内の給水管から分岐する場所は、次による。 

   ① 宅地内の給水管より分岐した場合は、分岐箇所より直角方向に１．０ｍ以内に止水 

栓を設置する。 

（８）道路工事等による道路分（分岐から止水栓までの工事）の先行取出しは、次による。 

   ① 官民境界より宅地内１．０ｍ以内に止水栓を設置し、止水栓後の給水管を地上部に３０ 

ｃｍ程度取出し、先端を異物が入らないよう上水道用ビニールテープで保護する。 
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保護・防護工事 

 

◎ 分岐から宅地内止水栓まで 

（１）各種埋設物に近接して配管する場合は、３０ｃｍ以上の離隔を確保し布設する。 

（２）酸・アルカリ等により腐食されるおそれがある地中に、給水管及び継手等を埋設する場合 

は、耐食性のある管材を使用し、金属部への適正な防護等を行う。 

（３）灯油タンクの下部にポリエチレン管等を布設する場合は、防護管で保護する等適切な措置 

を講じること。 

（４）割Ｔ字管及び弁付割Ｔ字管を設置したところには、ポリエチレンスリーブ又はポリエチレ 

ンシートで被覆する。 

（５）サドル付分水栓を設置したところには、ポリエチレンシートで被覆する。 

 

 

 

 

 

 

 

（６）コンクリート側溝・桝・基礎・石垣等の構造物に接近して給水管を埋設する場合は、凍結 

防止のため、その構造物より３０ｃｍ以上離して埋設する。ただし、規定寸法を確保でき 

ない場合は、凍結を防ぐため保温工等により適切な措置を講じる。 

建築物のコンクリート壁、基礎などを貫通して配管する場合は、鋼管を防護   

管として、この中に配管するなど管の損傷を防止する措置を講ずること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）水路等を横断して給水管を埋設する場合は、流下物等による管の損傷を防ぐため、水路管 

理者又は水利権者との協議のうえ、水路床より最低３０ｃｍ以上の深さに防護管を設置し、 

防護管に入れて布設する。 

やむを得ず露出横断の配管とするときは、外傷、防寒などについて市の承認を

うけて防護工を施さなければならない。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

（８）ＤＩＰの末端、局部、接合部等で離脱のおそれがある場所は、「特殊押輪」を使用する。 

（９）下水管、ガス管、ケーブル管などの地下埋設物との交差や軌道、開渠、河川を横 

断する箇所は必要に応じて外装管またはコンクリートで防護する。 
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他の埋設管との離隔を３０ｃｍ以上設けられない場合は、給水管に発砲スチロール、ポリ 

エチレンフォーム等を施し保護する。 

 （１０）土手などを越して門型配管となる場合は、最頂部に空気弁またはこれに代わる装 

置を設けること。 

 

重要 ◎ 止水栓から給水用具まで 

 （１）埋設管は、建物基礎の外まわりに布設することを原則とする。布設延長を短縮する 

ため家屋の床下を横断するような配管は、将来の改造、修繕などの場合に支障を来すの 

で避けること。 

やむを得ず床下の埋設配管をするときは、外装管内に配管し、防護と将来の維持管理 

作業時の便宜に対する措置を講じなければならない。 

 （２）給水管は水平に、または一定の勾配を保ち直線であることを原則とし、管の下面は 

    一様に布設基面に接し、沈下のおそれのあるときは胴木その他適切な基礎工事を施さな 

    ければならない。 

特に、砂利、石塊の多い地盤にあっては、管の周囲を良質土または砂質土で埋戻して管 

に損傷を与えないよう注意すること。 

（３）給水管の腐食防止、露出給水管の保護、管の支持及び埋設給水管の保護等は、「分岐から宅 

地内止水栓まで」の保護・防護工事に準じて施工する。 

（４）やむを得ず、灯油タンクの下部にポリエチレン管等を布設する場合は、防護管で保護する 

など適切な措置を講じる。 

（５）ヘッダー配管について 

   ① ヘッダーは、屋内に設置し維持管理できるように、必ず点検口を設ける。 

   ② ヘッダーは、世帯ごとに独立して設置する。 

 

管の明示 

 

◎ ロケーティングワイヤー 

 

分岐箇所からメーターまでにポリエチレン管を布設する場合は、布設後に管の位置や埋設深度

を探知できるようロケーティングワイヤーを布設する。 

 

① ロケーティングワイヤーは、管の上部に少し弛みを持たせて配線する。この場合、弛みを持

たせすぎないように、１ｍ間隔で粘着テープを用いて固定すること。 

②分岐部は、ワイヤーの先端にキャップを取り付けた後、サドル付分水栓に２～３回巻き付け、

さらに給水管に５～６回巻き付けて粘着テープで固定する。 

 

給水用具 

 

◎ 水抜装置 

１．水抜装置は、立ち上がり管以降の給水管内の水を外部に排出し、凍結を防止するための給水用

具である。給水管に水抜きのための排水勾配を確保し、一給水装置に対し、原則 1個以上の水

抜装置を設置する。 

２．設置する凍結防止給水用具は、給水装置に対する利便性・維持管理・設置場所等を考慮し、現

場に適した用具及び位置を選択する。 

３．水抜装置となる不凍栓類は、管路の末端や途中に設置し、不凍栓内の水を凍結深度以下にある

貯留部に流下させるか、又は立ち上がり管及び地上配管内の水を、凍結深度以下の地中に排水

させて凍結を防止する給水用具である。 



30  

 

 

特殊器具 

 
給水装置に設置する特殊器具は、逆流を防止する構造とする。 

  主として、飲用に供する特殊器具を直結する場合は、次による。 

 

（１）施行令第５条に適合することを証明できる認証書等（製造業者の自己認証書、第三者機 

関の証明書）を提出する。 

（２）当該特殊器具の直前に、止水栓（バルブ）と逆止弁を設置する。 
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                 第７章 土工事 
 

 

事前調査 

１．関係官公署の許可及び利害関係者の確認 

２．被分岐管の埋設位置の確認 

３．掘削位置及び形状の決定については、次の事項に配慮する。 

①道路形態に対して、垂直もしくは平行な掘削が可能であるか。 

②交差点掘削は、極力避ける。 

③原形復旧が困難な箇所の掘削は、極力避ける。 

④付近の構造物等に影響のない位置及び工法を選択する。 

⑤通行止めによる施工は、極力避ける。 

４．当該工事箇所に、近接して施工される他工事との調整を図る。 

５．地下埋設物（上水道送水管・配水管、ガス、電話、電力、下水道、農業用送水管、情報管等）

には十分注意するとともに、工法等について協議し、立会いが必要とされた工事は、現場立会

いを要請する等適切な措置を講じること。 

 

重要 道路掘削の工事写真 

 

道路掘削工事を行った場合は、竣工検査及び道路管理者等に提出する完了届で必要とする工事写真

を、下記手順により撮影し市に提出（２部）する。 

 

（１）工事写真を撮影するにあたり、特に現況舗装厚、給水管等埋設深度及び天端（現況又は計画

舗装面）からの深さを測定する寸法確認写真は、撮影時に、縦定規はスタッフ、横定規は測量

用ピンポール又は水糸を使用し、明確に寸法が確認できるよう撮影する。 

 

 

 

 

着 工 前 道路に対して縦断方向で、周囲の風景を入れる全景写真とする 

舗 装 版 切 断 工 舗装版切断及び剥ぎ取り後、切断状況及び現況舗装厚が確認できること 

埋 設 深 度 掘削した土砂を搬出し、路面清掃後、給水管の埋設深度が所定の深さ以上であ

ることを確認できること 

埋 戻 し 工 
（ 管 保 護 砂 ） 

保護砂で埋戻しした後、路面天端から所定の深さとなっているか確認できるこ

と（管頂からの保護砂厚は３０ｃｍとする） 

埋 戻 し 工 
（ 埋 戻 し 砕 石 ） 

指定材料を用いて各層ごとに埋戻しを行い、転圧状況が確認できること 

仮 復 旧 工 着工前と同じ位置から撮影し、転圧状況及び仮復旧完了が確認できること 

本 復 旧 工 着工前と同じ位置から撮影し、転圧状況及び本復旧完了が確認できること 

交 通 管 理 保安施設を設置のうえ、交通誘導員を配置して交通管理が確認できること 

 

 

 

穿孔・分岐完了 

（ポリエチレン管で分岐する場合） 

 穿孔・分岐完了後ポリエチレンシート（サドル付分水栓）で保護し、探知専

用ワイヤーが確認できること 

（ＤＩＰで分岐する場合） 

 穿孔・分岐完了後ポリエチレンシート（サドル付分水栓）で保護し、被分岐

管（配水支管又は給水管）・分岐管（給水管）の埋設が確認できること 

 明示シートが確認できること 

（分岐止め状況） 作業完了が確認できること 

完 成 道路に対して縦断方向で、周囲の風景を入れる全景写真とする 

（着工前の撮影箇所と同一とする） 

 

  



32  

 

 

                  第８章 検査 
 

 

 

重要 しゅん工検査 

 
（１）給水装置工事設計書の確認 

  ①精算数量の記入内容 

  ②精算図の確認 

  ③水圧試験（自主検査）写真の確認 

  ④分岐が伴う工事については、道路占用の完了届に必要とする書類一式 

 
（２）中間検査 

検査時に，確認できない次の施工部分については，市の指示により中間検査を受けること。 
① 給水管の埋設深度、浸透マス、ロケーティングワイヤー等の確認 
② 給水管分岐部・分岐止め等 
③ 受水槽の改造工事で，吐水口空間の検査（受水槽の清掃前）等 

 
その他、材料確認を行う（写真添付でも可能） 

 

（３）現場検査 

  ①主任技術者立会い確認 

  ②水圧試験（１．７５MPa、1分間）確認 

  ③常圧測定（必要に応じて） 

  ④止水栓オフセット寸法確認 

  ⑤保温、保護、防護の確認 

  ⑥その他、確認が必要とすること 

 

 

耐圧試験について 

 

 給水装置は厚生労働大臣が定める耐圧に関する基準により１．７５MPaの静水圧を 1分間加え 

たとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。 

（省令第１条） 

 

 給水装置の耐圧に関する基準については、省令第１条に技術的細目が決められている。 

 よって市は、完成検査時（分岐工事については、本管穿孔前）に最終の止水機構までの給水用具 

について耐圧試験（水圧試験）を行う。（１．７５MPa、１分間保持） 

 

◎ 試験方法 

 
（１）自主検査 

  給水装置工事を施工したすべての箇所について自主検査を行う。 

① 新設工事は、１．７５MPaの静水圧を１分間保持し完成検査前に確認する。 

  ② 改造・増設工事は、施工箇所に１．０MPaの静水圧を１分間保持する。ただし、メータ 

ー以降、すべて改造した場合や増口径は新設と同様とする。 

 

（２）完成検査 

  検査員（担当職員）が完成検査時に行う水圧試験は、下記のとおりとする。 

  ① 新設工事は、１．７５MPaの静水圧を１分間保持し、水圧低下なしを確認する。 

  ② 改造・増設工事は、指定店が行った自主検査の写真を確認し、常圧でメーターが回らない 

事を確認する。ただし、メーター以降、すべて改造した場合や増口径は新設と同様とする。 
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◎ 水栓番号の発行 

 
市は給水装置を管理するために，しゅん工検査終了後に水栓番号プレートと水道工事施工業者

シールを発行する（新設工事のみ）。 

増設改造工事後は、「水道工事施工業者シール」を発行する。 

 

  （１）水栓番号は，建築物の見易い場所に貼り付ける。 

  （２）水道工事施工業者シールは，メ－ターBOX 内に貼り付ける。（φ50mm 以上については

隔測標示カウンターボックスの正面等）に貼り付ける。 
 

 
 

水道工事施工業者シール                   プレート   
 
 

  

   あなたの水道工事は、 
                 

                 

               で行いました。 
 

故障・修理に関することは、上記の指定工事業者

にご相談ください。       新庄市上下水道課 

  

    
                 

                 

               
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

㈱〇〇商事 

２２－〇〇〇〇 
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                  第９章 維持管理 
 

 

 

給水装置の管理区分 
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

配水管 
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 直結式給水 

 
給水装置 

 

給水装置区分 
 

  
 

水道法 
 

  

 
メーターを除きすべて所有者の財産です 

財 産 区 分   
 

法の基準に適合し 法の基準に適合し  
 ているものから所 ているものから災 
 有者が自由に選択 害対策等のため市 
 

して使用できる が指定 
使 用 材 料   

 

 
 

   
 
 

 
指定事業者が施工  

施 工 区 分 
 
 
 

 
所有者に管理義務があり  

維 持 管 理    
        

 
 
 

 
受水槽式給水 

 
給水装置 給水設備 

 
水道法  建築基準法 

 
 
 

メーターを除きすべて所有者の財産です 

 

 
法の基準に適合し 法の基準に適合し  
ているものから災 ているものから所  
害対策等のため市 有者が自由に選択  
が指定 して使用できる 

 
  

 
 
 

指定事業者が施工 指定事業者外でも可 

 
 

 
 

 
所有者に管理義務があり 

 



  

維持管理 

 

重要   ◎修繕工事  

 

（１）漏水工事の範囲  

給水装置及びその付属器具の部分的な漏水あるいは破損の原因を取り除き、そ  

の機能を修復するのに必要な工事とする。  

（２）漏水工事の施工区分  

①  市が施工し、その費用を負担する漏水工事は、次のとおりとする。  

ア．道路部分（公道・私道）で発生する漏水  

イ．量水器までの宅地内漏水（漏水修繕の費用負担軽減申請書提出）  

ただし、次の場合は、所有者及び使用者の一部負担も発生する。  

・同一箇所から２回目以降の漏水の場合  

・布設替え、取直しが伴う場合  

・周辺復旧費が伴う場合   

ウ．量水器の接続パッキン漏水  

 

※漏水、故障等の原因が明らかな場合は、その原因者が費用を負担する  

ものとする。  

 

② 所有者が施工依頼し負担する漏水工事 

ア．量水器以降の給水装置の漏水（箇所により水量軽減あり） 

（検針水量軽減申請書） 

 イ．量水器以降の給水器具の工事  

 

  重要  ◎量水器の管理  

      原則として、所有者及び使用者が管理を行う。  

管理義務を怠ったため、亡失又は、き損した場合、市に損害額  

      を弁償する。 

       １３ｍｍ（１個当たりの相当額   ７,０００円）  

       ２０ｍｍ（１個当たりの相当額  １１,０００円）  

 

重要  ◎受水槽及び増圧設備の維持管理 

 
中高層建築物の受水槽及び増圧設備は、給水装置設置条件承諾書に基づき、適正
な維持管理を行なう。  

 
（１） 停電、故障等により増圧設備が停止した時は、断水になることを居住者に 

周知する  
（２） ポンプ設備の故障による断水の場合は、製造業者等に連絡するよう管理人  

に周知する。ポンプ設備の修理には、専門的な知識が必要であり製造業者  
等に連絡する体制が必要である。（維持管理届）  

（３） ポンプ設備、及び減圧式逆流防止器は専門的な技術を持った維持管業者等  

と、保守点検契約をすることが望ましい。  
 

（４） 緊急時に迅速かつ適確な対応が図られるように、下記の措置を講ずる。  
 

ア．ポンプ設備には、警報装置を設ける。  
 

イ．管理責任者等の連絡先を標示板に記入し、ポンプ室、及び管理人室に  
設置しておく。  
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ウ．ポンプ室、及び管理人室等に、設備のしゅん工図等を常備しておく。  

 

重要  ◎受水槽以下設備の管理 

受水槽以下設備は水道法に規定された給水装置ではないが、飲料水の安全を確保

する極めて重要な設備である。このことから受水槽以下設備については，維持管理

はもちろん，衛生管理に関してもそれら設備の設置者（建築物の所有者やマンショ

ンの管理組合等）の責任のもとで適正に行われる必要がある。  

 

 

＜注意＞  

「貯水槽水道」とは，ビルやマンションなどの建築物に設置された受水槽以降の

給水設備の総称である。ただし，地下水等の他の水源からの水のみを貯留したり，

市からの水道水と他の水源からの水とを混合して貯留したりする受水槽以降の給

水設備やその他の規模要件等によって水道法上の「専用水道」として位置付けされ

るものについては貯水槽水道からは除外される。  

 

 

 （１）貯水槽水道の区分  

貯水槽水道は、受水槽の有効容量により以下のとおり分類される。  

 ① 簡易専用水道 （１０立方メートルを超えるもの）  

 ② 小規模貯水槽水道（１０立方メートル以下）  

 

(２） 貯水槽水道設置者の責任  

簡易専用水道の設置者は、法の定める管理基準に基づきその管理を行い、簡

易専用水道検査機関の検査を受けなければならない。 

また、小規模貯水槽水道の設置者は、利用者の安全を確保するため，次に掲

げる管理基準を守る責任がある。  

 

項 目 内 容 

水 槽 の 掃 除 
水槽（受水槽・高置水槽)の清掃を１年以内に 1 回、定期的に

行うこと。  

水 槽 の 点 検 
水槽その他の施設の状況を点検し、有害物や汚水等によって

水が汚染されることのないように必要な措置を講じること。  

水 質 検 査 

給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により

供給する水に異常を認めたときは、水質基準のうち必要なも

のについて検査を行うこと。  

給 水 停 止 及 び 関

係者への通知  

給水する水が人の健康を害する恐れのあることを知ったとき

には、直ちに給水を停止し、関係者に知らせること。  
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資料 

 
  

管　理　区　分　図

①

②

③

⑤

・二次側配管部（給湯配管、給水タンク以降の管等）

・指定給水工事事業者以外が修理工事を行った場合

・給水工事及び修理工事1年以内のもの（同一箇所）

・漏水修理を怠り半年が経過したもの

・修理後、申請を怠り３ケ月経過したもの

・故意によるもの

　　　　 ただし、条件により修理費用の減免措置があります。（漏水修繕費用負担軽減申請書）

指定給水装置工事事業者の
漏水証明書（軽減申請書）と

写真添付

　　　・ メーター以降の漏水(ボックス内含む）は指定水道事業者に修繕を依頼してください。下記表により水量軽減の対象になります。

軽減申請書と水栓等の
写真添付・管理改善届

協議の上決定

●　 検針水量軽減基準表

④

漏水や水量増加の原因が市にあると認められる場合

土中の配管等で漏水が表面に表れず発見が困難
な場所

漏水の箇所が表面に表れ発見が可能な箇所
（壁の中や器具周辺）

水栓等の破損による漏水（受水槽のボールタップ部分、
水抜き栓、水栓柱の埋設部）操作不良、パッキン漏水は
除く

軽減申請書・給水器具修理
証明書と水栓等の交換部品

の写真添付

　　　・ 給水装置（配水管からメーター器まで）から漏水した場合の修繕費用については個人の負担になります。（道路上は除く）

100% ―

認　定　内　容 減　　量　　率 必 要 書 類 等

市で修繕（宅内は条件付き）
①所有者負担（メーター除く）

水量軽減あり、表参照
①と同じ 所有者負担

軽 減 適 用 外

協議の上決定

50%を基本に協議の上決定

給水装置の管理不十分その他
（高齢者の急病や空き家など条件あり）

100%

※ メーターＢＯＸ内の
修理は自己負担です

漏
水
修
理
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標準復旧断面図

仮復旧

市 道 （ 車 道 ）

埋戻し（山砂）

本復旧

掘削幅ｂ 400

表層（①再生粗粒度As20）t=3cm

下層路盤（RC-40）t=30cm
上層路盤（M-40)  t=12cm

表層（⑤再生密粒度As13F）t=5cm
上層路盤（M-40)  t=10cm 埋戻し（山砂）

掘削幅ｂ

市 道 （ 歩 道 ）

本舗装（一部） 本舗装（全幅）

表層（③再生細粒度As13）t=4cm
路盤（RC-40)  t=10cm

100 舗装端部まで

舗装幅B（＝ｂ+ａ）舗装幅B（＝ｂ+800）

表層（③再生細粒度As13）t=3cm
路盤（RC-40)  t=11cm

※ 国 道 、 県 道 に つ い て は 路 線 毎に 舗 装 構 成 が 異 な る た め

個 別 に 協 議 す る こ と 。
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新 庄 市 上 下 水 道 課
〒996-0022 山形県新庄市住吉町3番1号

TEL 0233（23）6111
FAX 0233（23）4834

利用しよう 安心・安全な水道水

人行きかう

人ふれあう

人まなびあえるまち
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